
令和6年度

よろず支援拠点の活用について
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よろず支援拠点は、さまざまな経営課題に対応できる
専門家が在籍し、「対話と傾聴」を通じ、中小企業の
将来像や本質的な課題・強みや弱みなどを明らかにし
ながら、課題解決に向けた総合的・先進的なアドバイ
スを行います。
また、他の支援機関と連携した支援にも積極的に取
り組むことで、中小企業を地域一丸となって共に支援
していく体制を構築しています。

支援機関の皆様へ

よろず支援拠点をご活用ください。

よろず支援拠点は中小企業庁が設置した経営のなんでも無料相談所です。

事業者の皆様は、無料で何度でも支援を受けることができます。
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◇鳥取県よろず支援拠点の特徴

・ 多様な専門性を持った専門家が相談に対応します。（P13～参照）

・ 専門家は、企業支援ビジネスの第一線で活躍しているメンバーです。

・ 無料で何度でも活用できます。（電話予約だけで他の手続きなし）

・ 完全予約制。秘密厳守いたします。

・ 県4カ所の相談窓口へ来所の他（P4参照）、WEB相談も可能です。

※ 国の予算の性質上、原則として来所いただきます。

企業への訪問支援はやむを得ない事情がある場合に限ります。



東部サテライト

本部

西部サテライト

本部・事務局

〒680-0942

鳥取市湖山町東4-100

TEL 0857-31-6851

E-mail info@tori-yorozu.jpn.org

東部サテライト

〒680-0031

鳥取市本町1-101

ビジネスサポートオフィス内

西部サテライト

〒683-0823

米子市加茂町2-204

米子商工会議所2F

ホームページ Instagram

@tottori.yorozu

facebook

http://tori-
yorozu.jpn.
org/hp/

4

LINE公式アカウント

@124sclon

中部サテライト

中部サテライト

〒689-2103

東伯郡北栄町田井38-8

中部商工会産業支援センター内
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鳥取県内中小企業等を取り巻く環境

中小企業等

物価高騰

（光熱費・原材料・仕入品）

売上高減少
人材不足

労働力不足

後継者不在

中小企業診断士、社会保険労務士、行政書士、
税理士、事業承継士、M&Aアドバイザー、

ITストラジスト、上級システムアドミニストレータ、
情報処理安全確保支援士、販路開拓アドバイザー、

デザイナー、FP技能士

金融機関、信用保証協会、
商工団体、公的産業支援機関
士業会、他県よろず支援拠点

中小企業基盤整備機構

鳥取県よろず支援拠点 支援機関

連携
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重点支援テーマ
(1)売上拡大

□経営改善を前提とした売上拡大（改善計画作成支援・実行支援）

□IT、SNS、デザイン、マーケティング（広告、商品開発など）を活用した販路開拓・

誘客対策の結果としての売上拡大

(2)経営改善・事業再生

□生産性向上（IT化・DX化含む）、資金繰り、働き方改革、そのた経営改善に向けた

方向性提案と改善策の提案対応（改善計画作成支援・実行支援）

(3)事業承継

□親族内承継、従業員承継、第三者承継の3類型の掘り起こしと対応

(4)創業

□創業に必要な創業計画作成・資金計画作成、その他課題対応の結果としての実創業

□第三者承継の結果としての創業・起業実現



中
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規
模
事
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援
拠
点

相談者
（新規）

（リピート）
 

＜他の支援機関等＞
商工会、商工会議所、中央会、信用保証協会、中小企業活性化協議会、

事業承継・引継ぎ支援センター、経営サポートセンター、INPIT、
産業振興機構、産業技術センター 等

地方銀行、信用金庫、日本政策金融公庫、商工中金

図書館（鳥取・倉吉・米子）、鳥取県、市町村

売上拡大、経営改善・事業再生、事業承継、創業、廃業

相談

本部直（電話・メール）、知人等（過去相談者等）の紹介、CO経由
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相談・支援の流れ

①単独（拠点内でのチームサポート）
②他の支援機関との連携（紹介・連携）

※定期出張相談会を開催することで相談者の利便性を図る
＜連携先：確定＞

信用金庫（米子、鳥取）
日本政策金融公庫（鳥取・米子）

商工会議所（境港）
図書館・INPIT鳥取合同（県立、米子市立、倉吉市立）

①・②のいずれかで支援

紹介
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相談・支援の流れ

＜担当CO＞

経営全般対応CO
又は

専門CO

初回相談

対面
WEB

継続相談

対面
WEB

他の支援機関

相談内容に応じて
「他の支援機関」を紹介

伴走支援

課題解決

「他の支援機関」との連携により課題解決に
取組む場合は、訪問も可能

他の支援機関からの紹介
の場合、訪問も可能
（専門COは不可）

他の支援機関

他の支援機関
からの紹介
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伴走支援の流れ

●支援にあたっては、経営に関する本質的な課題を明らかにしたうえで、その課題の解決を目指す「伴走支援」を、経営支援
を行う基本姿勢とする。

●具体的には、決算書や確定申告書チェックおよび財務分析等を実施したうえで設定した経営に関する本質的な課題の解決
に向けて、よろず支援拠点のチーム組成・投入して伴走支援を実行する。

①経営者への
ヒアリング・
財務分析

②本質的な
課題設定
（※１）

③支援実施
④解決基準
クリア

（課題解決）

⑤フォローアップ

中長期的な課題解決の達成に向けた支援の継続

新たな課題分析、課題の特定

（※１）初回の経営支援の中で、本質的な課題の把握が困難な場合、③～④を通じて、中小企業・小規模事業者等の課題解決を支
援する中で、信頼関係を構築し、決算書情報を踏まえた、本質的な課題へのアプローチに取り組む
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課題解決に向けた３機関連携の推進

１．３機関連携を進める背景
●政府が決定した「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」では、
産業構造の転換と企業の参入・退出の円滑化の必要性が明示され、企業経営者に退
出希望がある場合のM&A・事業承継・廃業の円滑化に向けた早期相談体制の構築等
に取り組むこととしている。

●このような中、各都道府県に設置されている3機関（事業承継・引継ぎ支援センター、
中小企業活性化協議会、よろず支援拠点）は、「中小企業の良質な経営支援の提
供」の観点から、相談者が適切なタイミングで課題に応じた支援機関の支援が受けられ、
円滑かつ早期に課題解決が図られるよう、地域の連携体制を構築することが必要である。

２．3機関連携推進の目指すところ
●3機関は、中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に対して専門的知見
から支援を実施しているが、事業者の経営課題は多様化、複雑化しており、この課題解
決のためには、様々な分野の知見が複合的に必要な状況であり、これまで以上に3機関
が連携し、事業者をサポートすることが必要不可欠である。

※令和６年度「３機関連携キックオフミーティング資料」より抜粋
（令和６年３月：経済産業省・中小企業庁・中小企業基盤整備機構）
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３機関連携支援のイメージ

事業承継・引継ぎ
支援センター

第三者承継を
検討したい

事業承継・引継ぎ支援センターによる支援・フォローアップ

親族・従業員に後継者候補がいない

自身の努力では売上が向上しない

負債が多いため親族には承継したくない

よろず支援拠点による支援

中小企業活性化協議会による支援

なぜ
第三者承継か

持ち込まれた相談 背景にある事象等

中小企業
活性化協議会

連携

資金繰りを
改善したい

中小企業活性化協議会による支援・フォローアップ
なぜ資金繰りを
改善したいか

金融調整を伴う計画策定or事業改善の目途が立たない先は廃業支援

事業の強化・改善にサポートが必要

事業は改善可能だが後継者不在

よろず支援拠点による支援
連携

事業承継・引継ぎ支援センターによる支援

よろず支援拠点 販路を
拡大したい

よろず支援拠点による支援・フォローアップ
なぜ販路を

拡大したいか

大口依存から脱却したい

事業拡大したい意欲はあるが後継者不在

資金繰りが厳しく新規設備投資ができない

事業承継・引継ぎ支援センターによる支援

中小企業活性化協議会による支援

連携



相談申込方法

① 事務局（0857-31-6851）へお電話ください。 ※平日9:00-17:00

その際、相談したい企業名、相談内容をお伝えください。

    メールの場合は、info@tori-ｙorozu.jpn.org へ

② チーフコーディネーターが適切な専門家を選定し、事務局で日程調整します。

※あらかじめ、専門家を指名される場合はその旨お伝えください。

③ お近くの拠点へ来所ください。（事業所だけ、支援機関担当者ご一緒に）

WEB相談も可能です。

また、相談内容によっては事業所にお伺いします。

相談時間は1～1.5時間とお考え下さい。

④ 相談終了後、次回のご予約も可能です。
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令和6年度 体制・CO配置
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西部サテライト

SCCO 樋野 泰広

CO 山本 里志

CO 岩田 広幸

CO 國須 多加志

専門CO 木谷 直也

専門CO 田中 洋子

専門CO 舩越 信二郎

東部サテライト

CO 坂口 繁雄

CO 青木 博之

CO 林 浩志

CO 山本 宗人

専門CO 西川 退助

中部サテライト

CO 前田 幸広

本部

CCO 田原 明夫

商工会連合会

担当 山根 光平

事務 清水 愛

事務 岸本 昌枝

相談内容によって
COによるチーム組成で

対応



鳥取よろず 「誰に何が相談できるの？」
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本
部 田原 明夫 ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇

東
部

坂口 繁雄 ◎ 〇 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 〇 ◎ 〇 〇 ◎

青木 博之 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 〇 ○

林 浩志 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 〇

山本 宗人 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ○ ○ ◎

西川 退助 ◎ ◎ ○ ◎
中
部 前田 幸広 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇 ◎ ○

西
部

樋野 泰広 ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇

山本 里志 ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇 ◎ 〇 〇

岩田 広幸 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎

國須多加志 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇
舩越信二郎 ◎ 〇 ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇 〇
木谷 直也 ◎ 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

田中 洋子 ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ 〇

20241ver.
◎最も得意
〇得意
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令和５年度（R5.４月～R6.3月）実績

①相談者数（名寄せ以後）と相談対応件数

②相談者の相談形態

相談者の形態をみると、来訪が60.1%を占め
ている。Web（一部電話）も24.4%で、年々
WEB相談対応が増えてきている。

区分 件数 備考

新規相談者 ３４６ 53.8％ （過去相談なし）

リピート相談者 ２９７ 46.2％ （過去相談あり）

①合計 ６４３

②相談実績件数 ２，７９６ ①×相談回数

令和５年度支援実績

60.1%

4.3%

24.4%

11.2%

来訪 訪問 WEB/電話 メール
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③相談者の業種構成

相談者の業種をみると、サービス業が37.0%
と最も多く、次いで宿泊・飲食業、建設業、
小売業、製造業、の順となっている。

④相談者の従業員構成

相談者の従業員数をみると、5人以下が57.9%
で、20名以下の小規模事業者でみると全体の
3分の2を占める。また、創業前の相談者も
20.9％と多い。

37.0%

14.6%10.9%

9.8%

9.6%

3.8%

3.6%

2.5%

1.0%
0.4%

6.7%

サービス業 宿泊業・飲食業 建設業 小売業

製造業 農業・漁業・林業 卸売業 医療・福祉

運輸業 情報通信業 その他

57.9%

10.3%

2.5%

0.2%
0.8%

20.9%

7.4%

5人以下 ～20人 ～50人 ～100人 ～300人 創業前 不明

令和５年度支援実績



21

⑤相談内容

相談内容をみると、全体では売上拡大が54.4%、次いで経営改善、創業、事業承継の順に多い。
また、新規相談者だけをみると、売上拡大と経営改善の割合が減り、創業と事業承継の相談が多い。
なお、いずれも一定数の廃業相談があることが特徴。

54.4%

18.2%

17.7%

7.3%

2.4%

名寄せ後全体

売上拡大 経営改善・事業再生 創業 事業承継 廃業

42.7%

13.4%

31.0%

9.5%

3.4%

新規相談者

売上拡大 経営改善・事業再生 創業 事業承継 廃業

令和５年度支援実績
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⑥具体的な相談内容（新規相談者）

24.2%

31.3%

25.3%

15.2%

4.0%

売上拡大

事業計画作成 補助金 広報戦略 販路開拓・商品開発 経営知識

48.4%

19.4%

9.7%

9.7%

6.5%

6.5%

経営改善・事業再生

資金繰り 改善計画作成 人出不足対応 現場改善 補助金活用 経営知識

新規相談者の具体的な相談内容をみると、「売上拡大」では
補助金申請（県補助金、小規模持続化補助金など）が一番多
く、次に広報戦略（SNS、チラシ活用など）、事業計画作成
（補助金申請に係る計画作成など）、販路開拓（市場設定、
マッチング、商品開発など）の順となっている。

「経営改善・事業再生」では、資金繰り（資金繰り表作成、
制度資金などの融資内容、収支計画作成など）、改善計画作
成（経営改善計画作成サポート）、人出不足対応・現場改善
（IT化、働き方改革など）の順となっている。

令和５年度支援実績
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⑦鳥取よろずへの相談経路

21.3%

17.1%

15.5%
8.1%

8.1%

7.8%

7.0%

4.3%

3.9%

2.7%

1.2%

1.9% 1.1%

新規相談者

同業者等の知人の紹介 金融機関 商工会・支援センター

CO経由 本部・サテライト 拠点HP・SNS・チラシ

商工会議所 公的支援機関 行政

図書館 セミナーへの参加 ネットの情報

その他機関

当よろず支援拠点は他の支援機関との連携強化に取り組んで
いるが、令和５年度を過去３年間と比べてみると、受託機関
である商工会連合会・商工会からの相談が減少している中、
令和５年度は金融機関からの相談が大幅に増加した。

新規相談者の相談経路をみると、過去相談者が知人等に当
拠点を紹介（口コミ）した結果、相談に来られる方が
21.3%と最も多く、次いで金融機関、商工会・商工会産業
支援センターの順となっている。

令和５年度支援実績

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%
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⑧他の支援機関との相互連携

当よろず支援拠点に相談来訪された方で、相談内容の円滑
な解決に向けて他の支援機関を紹介するが、商工会議所が
一番多い。これは創業（セミナー等への誘導）や補助金
（商工会議所が窓口の場合）が主で、公的支援機関は事業
承継・引継ぎ支援センターが多く、第三者承継の紹介が主
となっている。なお、商工会・商工会産業支援センターへ
の紹介は商工会議所と同様の内容が主である。

当よろず支援拠点と他の支援機関で相互紹介した相談に
ついて連携することでより円滑に課題解決に取組んでい
る。商工会・商工会産業支援センターが最も多く、創業
計画作成・補助金申請書作成、事業承継相談対応が主と
なっている。
次に金融機関が多いが、経営改善や販路開拓、創業相談
対応が主となっている。
公的支援機関は、事業承継・引継ぎ支援センター、県知
的財産所有権センターとの連携が主である。

令和５年度支援実績
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図書館
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他の支援機関との連携

商工会・支援センター 金融機関 商工会議所

公的支援機関 図書館 その他
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支援事例

経営改善（売上拡大、利益率改善）：
飲食業

相談内容

売上減少、利益率低
下の中で、金融機関か
ら条件変更に当たり「収
支計画」の提出を求め
られた。

（担当）
Aコーディネーター

対応１

現状分析を行った結果、
ランチは一定の売上高
を確保しているが、夜
（主に宴会場利用）
の売上が減少。客単が
高い夜の宴会の誘客を
図り売上を伸ばす取り
組みを提案

（担当）A

対応２

過去の売上高、変動
費、固定費をベースに
３か年収支計画（返
済原資が生まれる計
画）を経営者とともに
作成。
（担当）A
原価改善への取り組み
（担当）B

夜の誘客促進のための
SNS活用としてライン公
式アカウント登録活用と
自社ホームページ作成
（SNSと連動）
HP作成は行政の補助
金活用。作成は業者

（担当）
専門コーディネーター

対応３

金融機関へ収支
計画提出。

成果

返済の条件変更
が認められた。

売上高も徐々にだ
が増加へ

原価低減



26

支援事例

事例２

経営改善（生産性向上・利益率改善）
食品製造業

相談内容

人手不足の中、利
益率が低下してきて
いる。利益率改善に
取り組みたい

（担当）
Aコーディネーター

対応１

現状分析をした結果、
現在稼働してる機械
設備が老朽化（旧
式）のため１工程に
複数人が関わり残業
代も含め人件費が
増加、また、光熱費・
維持費が増加、また
収支がタイムリーに把
握できていない状況
（専従経理担当不
在、経営者も現場
へ）にあることが判明
した。

（担当） A

対応2

県の補助金（生産
性向上）を活用す
ることを提案。申請
書作成のサポートを
行う

（担当）A

毎月の収支把握
（試算表レベル）の
重要性と原価低減
についてサポート

（担当）B

対応３

投資額が大きいた
め、補助金交付ま
での資金繰り計画
サポート（収支計
画作成）

（担当）A

成果

・補助金採択

・新規設備機械導入を
受けて１名で担当する
ことが可能となり、現場
に専従状態となってい
た経営者と経理担当
者に時間的余裕が生
まれた。

・操作マニュアルの可視
化により多能工化を促
進

・金融機関から融資を
受けれた
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支援事例

事例３

経営改善（事業承継、後継者育成、事務の効率化）建設業

相談内容

・経営者の高齢化に
伴う後継者（長
男：当社社員）へ
の事業承継

・後継者育成

・事務の効率化
（在庫管理、顧客
管理など）

（担当）
Aコーディネーター

対応１

現状分析をした結果、
以下の課題が判明

・事業承継
株価が高額、株式

が分散している

・後継者
決算書が読めない
ほか

・事務の効率化
在庫管理、顧客管

理が出来ていない

（担当） A

対応２

・事業承継
事業承継計画書
の作成サポート

・後継者育成
財務諸表の見方、
施策の活用などを
継続サポート

・事務の効率化
IT化対応の提案

（担当） A

・事務の効率化に向
けてのIT化現状分
析

・IT補助金の活用提
案申請サポート

（担当）B

対応３

・事業承継
事業承継計画が
円滑に進むための
課題対応

※株価算定
公認会計士の活用
（他機関の専門家）

※贈与関係の税務対
応

（担当）
専門コーディネーター

成果

・補助金採択
ITソフト導入により在庫
管理と顧客管理が効
率化された（生産性も
向上）

・高額な株価対策を年
度単位で進めながら
後継者へ株式を承継し
ている（５年後を目安
に後継者所有を３分の
２以上）

・後継者育成により後継
者に自信と自覚が
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支援事例

事例４

創業：食品製造業

相談内容

経験を活かし食品製
造販売会社を開業
したいが、自己資金
が乏しい。また、どの
ように販路を開拓し
ていけば良いのか

（担当）
Aコーディネーター

対応１

現状分析の結果、
以下の課題が判明

・初期投資額が大き
いことから、金融機関
からの融資に加え補
助金活用が必要

・従業員としての業
種経験はあるが経営
者としての基本が乏
しい

（担当）
Aコーディネーター

対応２

・融資
創業計画書作成
をサポート

・補助金
県の創業関係補
助金を提案、申請
をサポート

（担当）
Aコーディネーター

市場設定、商流につ
いてアドバイス
（担当）
B（販路開拓）

対応３

・補助金審査会に向
けてのプレゼンサ
ポート（PP作成）

（担当）
Aコーディネーター

開業サポート（税務
関係）
（担当）
専門コーディネーター

成果

・補助金採択
投資額の2分の１を
確保

・金融機関からの融資

・商流（ビジネスモデル）
を作成し見える化たこと
で、取引先（材料仕
入れ、商品販売先）が
徐々に確保。


	スライド 1:  令和6年度 よろず支援拠点の活用について
	スライド 2: 支援機関の皆様へ
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5: 鳥取県内中小企業等を取り巻く環境 
	スライド 6: 重点支援テーマ 
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12: 相談申込方法
	スライド 13: 令和6年度　体制・CO配置 
	スライド 18: 鳥取よろず　「誰に何が相談できるの？」
	スライド 19: 令和５年度支援実績 
	スライド 20: 令和５年度支援実績 
	スライド 21: 令和５年度支援実績 
	スライド 22: 令和５年度支援実績 
	スライド 23: 令和５年度支援実績 
	スライド 24: 令和５年度支援実績 
	スライド 25: 支援事例 
	スライド 26: 支援事例 
	スライド 27: 支援事例 
	スライド 28: 支援事例 

